











































 第 4章は、米国 Landsatプログラムの事例分析である。これまでに承認された 9つのプ
ロジェクトの政策決定過程が記述され、「観測事業の継続性の担保」の成立状況と影響要因
の評価が実施される。 
 第 5章では、第 4章と同様に、フランスの SPOT プログラムの事例分析が実施される。9
つのプロジェクトの政策決定過程が記述され、評価される。 
 第 6章では、これまでの分析結果のまとめと考察、そこから得られる政策的インプリケ
ーションが示される。全プロジェクトの評価結果を総合的に分析した結果、「観測事業の継
続性の担保」が成立する条件は、プロジェクトに対する政治的支持があり、プロジェクト
の目的と重要政策課題とが合致しており、ステークホルダーの合意形成の仕組みがあって、
ステークホルダー間に深刻な意見の対立がなく、強力な競合が存在しない時であると結論
された。これらの影響要因はそれぞれ影響をしあう関係にあり、大きく相関していた。な
お、仮定した影響要因のうち、「政策決定過程の変化」との間には十分な関係性が見出せな
かった。また、Landsatと SPOTでは、「観測事業の継続性の担保」の成立状況に相違が見
られたが、両国のプログラムの政策決定環境や政治的な支援が影響を与えていると考察さ
れた。これらの分析結果を踏まえた政策的インプリケーションとして、政府の民生リモー
トセンシング衛星プログラムの観測事業の継続性を担保するためには、政府内の衛星リモ
ートセンシングの政策形成権限の集約化、プログラムの実施機関と関係機関の緊密な連携、
外部環境の変化にあわせた変革、そして政治の支援の存在が望ましいという示唆を得た。 
